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１．事業の目的と概要

1.1 事業の目的

台風や集中豪雨により災害が激甚化・頻発化する中、林道の強靱化・長寿命化の観

点から崩れにくい路線設計、路体の造成、構造物の配置等が必要である。

このような中、強靭な構造をもった林道の作設は、被災リスクの低減と維持管理

コストの削減に繋がり、ライフサイクルコストの低減効果が高いと考えられている

が、定量的な分析が十分ではない状況にある。

また、事業主体である都道府県や市町村の林道整備は、苦しい財政事情等を背景

に林道開設コストの縮減に向けた意識が強く、安定性や防災効果の観点から本来設

置すべき構造物を設置していないなど、強靱さを十分に確保するには至っていない

ことも懸念される。

このため、令和４年度林道の山地災害等被害抑制効果に係る調査事業（以下「令和

４年度調査事業」という。）により、地方自治体に対し、林道の維持管理や巡視の状

況に関するアンケートを実施し、当該取組の実施状況や費用等を把握した。また、近

年の災害復旧に関する資料を収集し、林道規格や開設年度、降雨量と被災の関係を

まとめた。

引き続き、中長期的な林道の被災リスクと構造物の安定性・防災効果を踏まえた

投資効果との関係を定量的に分析、試算及び検証し、対策の効果をわかりやすく示

すために災害査定や林道の安定条件等に関するデータを収集し、施設の防災効果を

定量的に示す手法を検討する。

また、災害に強く強靱な林道整備に資するよう自治体の災害に強い林道計画策定

や予算措置を促進するため、盛土材料ごとの適正な盛土高・盛土法面勾配の検討に

資する資料を作成する。

（本事業仕様書「３.事業の目的」より）

1.2 事業の内容

本事業の内容は以下のとおりである。

（１）災害実態調査

近年の林道施設災害について、令和４年度調査事業で収集した災害査定資料等

も活用し、被災原因、被災内容（被災した構造物の種類など）、被災地の地形・地

質条件、対策工の内容を分析・整理する。

（２）林道の安定条件等の確認

林道を構成する盛土については、構築する砂質土等の盛土材料や盛土の勾配・
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高さごとに、安定解析手法等により安定条件を把握する。

（３）林道災害リスクの定量化分析手法の検討等

（１）及び（２）並びに令和４年度調査事業の結果を参考に、降雨強度等の要因

と林道災害の発生頻度等の被災リスクとの関係を検証するとともに、構造物によ

る被災リスクの低減効果を定量的に分析し、構造物の投資効果を示すため３か所

以上の現地調査により試算の妥当性を検証する。

（４）検討委員会の運営等

事業の実施に当たっては、学識経験者等で構成された検討委員会を設置し、そ

の運営業務を行う。検討委員会は２回以上開催し、具体的な調査方法や分析につ

いて技術的指導及び助言を受ける。検討委員会の開催状況等については、６章を

参照。

（５）とりまとめ

（１）～（４）を踏まえ、施設による防災効果等の取りまとめを行う。

1.3 調査・分析の方針

（１）本事業における被災リスクや投資効果の前提条件

１）林道災害におけるリスクに関わる要素

1.1 にあるように、本事業では中長期的な林道の被災リスクと構造物の安定

性・防災効果を踏まえた投資効果との関係の定量的な分析、試算及び検証を目

的とするが、本事業における被災リスクや防災効果を以下のとおり定義する。

一般的に自然災害のリスクは、「ハザード」「暴露」「脆弱性」の３要素が相互

に作用して決定されると考えられている（図 1.1）。これらの要素について、林

道災害における具体的な対象を表 1.1 のように設定した。
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内閣府「防災スペシャリスト養成」企画検討会 資料を一部抜粋

（https://www.bousai.go.jp/kaigirep/kentokai/bousai_specialist2/14/kento14.html）

図 1.1 地域の災害リスク予測の模式図

表 1.1 林道災害におけるリスク等に関わる対象

要素 定義 林道災害での具体的対象

ハザード

地震、豪雨など、被害

をもたらす原因とな

る現象

・台風、豪雨（令和４年度調査事業の結果より）

暴露

災害の影響を受ける

人々や財産などが、ハ

ザードにさらされて

いる程度

・林道そのもの（路体や構造物）や近接する山

地、森林

・林道下流等の被害を生じる可能性のある保全

対象※1（家屋や道路、鉄道など）

・併用林道等における一般車両や通行利用者

脆弱性

起きうる可能性のあ

る災害に対して、被害

の受けやすさや対応

能力の低さ

・林道周辺の地形、地質、植生などの自然的素因

・林道の開設年、林道規格などの社会的素因

・路体やのり面等の状態と、構造物※2 の有無、

規格、工種

・維持管理や点検などのメンテナンス

※1 林道事業においては、いわゆる保全対象は設定されないが、林道災害時に

は被害が及ぶ可能性があるため設定される

※2 排水施設、のり面保護工、擁壁工、舗装工などの防災安全施設（橋梁やト

ンネルは除く）
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２）調査・分析の対象

被災リスクは図 1.1 のように被害想定×発生確率で表されるとされるが、林

道においてはその評価手法や試算方法として一般的なものはない。そこで、林

道の被災リスク及び構造物の投資効果を評価するため、表 1.1 の個々の具体的

対象について調査し、頻度・程度の差を比較または傾向を分析することとする。

この具体的対象の中には数値化が難しいものもあるため、調査分析については

表 1.2 に整理したように定性的と定量的に分けて行う。

表 1.2 被災リスクや投資効果の調査対象

要素 林道災害での具体的対象 調査対象の選定

ハザード
台風、豪雨 ×：想定ハザードが１つのみであり、他の

ハザードとの比較ができない。

暴露

林道そのもの（路体や構造

物）や近接する山地、森林

◎：構造物の投資効果検討において、被

害額等として調査・分析対象とする。

林道下流等の被害を生じる

可能性のある保全対象

◎：構造物の投資効果検討において、被

害額等として調査・分析対象とする。

併用林道等における一般車

両や通行利用者

◎：構造物の投資効果検討において、被

害額等として調査・分析対象とする。

脆弱性

林道周辺の地形、地質、植

生などの自然的素因

〇：多数の素因が関係しており災害発生

との定量的な分析は難しいが、被災可

能性が高い要因等の調査・分析対象と

する。

林道の開設年、林道規格な

どの社会的素因

〇：素因と被災の因果関係の定量的な検

証は難しいが、被災可能性が高い要因

等の調査・分析対象とする。

路体やのり面等の状態と、

構造物の有無、規格、工種

◎：構造物の投資効果検討において、構

造物の施工費や復旧費等として調査・

分析対象とする。

維持管理や点検などのメン

テナンス

〇：実施の程度と被災の因果関係の定量

的な検証は難しいが、被害低減効果等

の調査・分析対象とする。

◎：定量的な調査・分析の対象とする

〇：定性的な調査・分析の対象とする

×：調査・分析の対象としない

（２）林道の被災リスク及び構造物等の投資効果の調査・分析方法

本事業の目的に対して、調査・分析評価は「被災の発生リスク（規模）を高める

要因」と「構造物等の投資効果」の２つの視点で実施する。調査内容や分析・評価

方法の概要を表 1.3 に整理する。調査内容等の詳細は各章にて記載する。
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なお、今回の調査・分析は被災を受けた箇所を抽出しての検討であるため、被災

箇所の評価にとどまり、路線全体や林道事業全体の投資効果やコストについて言及

したものではない。

表 1.3 「林道の被災リスク」「構造物等の投資効果」についての

調査・分析方法の概要

調査項目 調査内容 調査対象 分析・評価方法

被災の発生

リスク（規

模）を高め

る要因

収集した災害復

旧に関する資料

より、被災した

林道の自然的素

因、社会的素

因、林道の諸元

などを整理

・被災状況が確認でき

る R5 年の被災林道

→4 道県 12 箇所

・災害復旧に関する資

料調査（令和４年度

調査事業）で収集し

た過去災害

→13 道県 242 箇所

■分析方法

・被災発生規模と関連性の高い

自然的素因、社会的素因、林道

の諸元について相関分析

■評価方法

・分析された被災規模を高める

要因について、知見、事例や現

地調査結果等から因果関係の

妥当性を評価

構造物等の

投資効果

（被災箇所

の 現 地 調

査）

被災林道での現

地調査により被

災状況・原因を

確認し、その原

因を回避・軽減

できる構造物等

や維持管理を検

討

・被災状況が確認でき

る R5 年の被災林道

→4 県 12 箇所

・災害復旧に関する資

料調査で収集した過

去災害の中で、復旧

費用が大きく、投資

効果が高い可能性が

ある被災林道（復旧

済）

→2 県 3 箇所

■分析方法

・災害発生防止や被災規模軽減

に寄与する構造物等が設置し

てあった場合を想定し、その

設置費用等と復旧費用軽減額

の比を投資効果として算出。

■評価方法

・投資効果の算出結果から、効果

の高い構造物等や被災状況の

評価

・適正な施設設置の設置目的や

設置が望ましい条件などを知

見、事例や現地調査結果等か

ら考察

構造物等の

投資効果

（盛土安定

性の机上検

討）

盛土モデルを用

いた安定解析に

よる机上検討

－

■分析方法

・盛土について材料、勾配・高さ

ごとに、安定解析により安全

率を算出

■評価方法

・安全率が確保できる条件整理

と、安定化施設の追加による

投資効果評価
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２．林道の被災リスクについての調査・分析

2.1 調査対象・分析方法

（１）目的

近年の林道施設災害について、災害査定資料等により、被災原因、被災内容、被

災地の地形・地質条件、対策工の内容を分析・整理した上で、降雨強度等のほか、

被災規模に影響する自然的・社会的特性を分析する。

（２）分析のための要因データ調査方法

近年の林道施設災害について本調査及び令和 4 年度調査事業で収集した災害査

定資料から、林道被災の復旧事業費及び、被災に関係する可能性がある自然的要

因、社会的要因、林道の諸元を机上調査した。

収集した災害査定資料の箇所数等を表 2.1.1 に、それらの資料等より机上にて

調査整理した情報を表 2.1.2 に示す。調査データ一覧については巻末資料①に添

付する。

表 2.1.1 災害査定資料の収集路線数及び箇所数

被災年度 道県名 路線数 箇所数

令和元年～4 年度 北海道 3 3

宮城県 10 30

福島県 10 20

栃木県 8 18

神奈川県 6 25

長野県 9 18

岐阜県 10 18

鳥取県 6 24

広島県 9 20

福岡県 4 10

佐賀県 8 21

長崎県 6 19

大分県 10 16

令和 5 年度 新潟県 1 1

長野県 3 3

佐賀県 1 1

鹿児島県 1 7

計 15 105 254
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表 2.1.2 被災リスク分析のために調査整理した情報

変数 区分 調査データ ﾃﾞｰﾀ形式

目的変数 被害規模

復旧事業費 量

延長当たり事業費 量

復旧単価＊１ 量

説明変数

災害誘因
連続雨量 量

時間雨量 量

自然的要因
地質＊２ 質

植生＊３ 質

社会的要因
保全対象の有無＊４ 質

保全対象までの距離＊４ 量

林道の

諸元・構造

開設年度 量

林道規格 質

林道延長 量

幅員 量

利用区域面積 量

利用区域内蓄積 量

林道縦断勾配（全線） 量

被災箇所の

状況

林道縦断勾配（被災箇所付近） 量

斜面状態（切土・盛土、自然斜面） 質

切土・盛土の高さ 量

切土・盛土の勾配 量

崩壊斜面の地山傾斜 量

*1 復旧単価*（事業費を開設からの年数と延長で除した値）

*2 出典：産総研地質調査総合センターウェブサイト

（https://gbank.gsj.jp/geonavi/geonavi.php）

*3 出典：「第３回自然環境保全基礎調査植生調査報告書」(環境省生物多様性センタ

ー)（http://gis.biodic.go.jp/webgis/index.html）

*4 地理院地図より被災箇所の斜面下部または下流 2km 以内の保全対象（家屋、公共

施設、農地、道路など）を確認

（３）被害規模（目的変数）の設定と分析対象データの抽出

被災リスクとして被災規模を分析の目的変数とする。今回の検討での被害規模

の指標は、①復旧事業費総額に加え、②延長当たり事業費、③復旧単価*（事業費

を開設からの年数と延長で除した値）、の３つを設定した。

また、収集した災害査定資料では、土工、法面工、排水施設工などの採用頻度が

高い。被災リスクの分析に当たっては、それらの工種に着目し、工事金額が高額に
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なる可能性がある以下の工種による復旧箇所を除いて分析を行った。

* 参考文献：林道台帳の集計による林道施設災害復旧事業費の実態解明,渡部他,森林利用学会

誌,2022, 37 巻 3 号

・特殊盛土工 ・地下水排除工 ・暗渠排水工

・アンカー工 ・杭打工 ・落石雪害防止工

・防護柵工 ・橋梁工 ・カルバート工

・護岸工 ・護床工

（４）分析方法

災害誘因である降雨量データを除く説明変数について、被害規模との単回帰分

析の実施により相関性が比較的高いデータを抽出した。その相関性が高いデータ

に降雨量を組み合わせたものと被災規模を重回帰分析することで、被災リスク（規

模）を高める要因として有意な変数を推定した。

（５）評価方法

分析された被害規模を高める要因について、一般的な知見、事例や現地調査結

果等から因果関係の妥当性を評価した。
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2.2 災害実態調査結果（資料調査）

（１）被災原因

収集した 254 箇所の災害事例について被災の原因となった災害の種類を整理し

た。原因としては豪雨や台風がほとんどであり、降雨による斜面の不安定化や渓

流の出水が直接的な原因と考えられる。そのほか、地震や融雪、地すべりによるも

のがあった。

表 2.2.1 被災の原因となった災害の種類と箇所数

災 害 箇所

豪雨 147

台風 103

地震 2

融雪 1

地すべり 1

（２）被害額（復旧費）

収集した 254 箇所の災害事例を復旧事業費(申請額)区分別に集計した結果を整

理した（図 2.2.1）。これによると、復旧事業費区分で 1 百万円から 10 百万円の件

数が 88 件と最も多く、その後、金額と件数は反比例の傾向を示している。100 百

万円以上は 15 件となっている。復旧事業費区分が 100 百万円を超える 15 件につ

いては、被災延長が長いもの、特殊盛土工やアンカー工などコストが高い対策工

を計画しているケースがみられる。

図 2.2.1 復旧事業費別の箇所数
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（３）対策工

収集した 254 箇所の災害事例のうち、計画された対策工がわかる 160 箇所につ

いて、工種別に整理した。対策工については、22 工種にまとめられた（図 2.2.2）。

最も多い工種は土工で、すべての箇所で計画されていた。多い順に法面保護工

(113 箇所)、擁壁工(100 箇所)、舗装工(88 箇所)、排水施設工(72 箇所)の順とな

っており、これらは林道災害復旧における主要な工種と言える。

図 2.2.2 復旧工種別の箇所数
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（４）被災延長

収集した 254 箇所の災害事例のうち、被災延長区分別の箇所数で整理した。こ

れによると被災延長 10m～20m が最も多く、その後は延長が伸びるとともに箇所

数が減少する傾向がみられた（図 2.2.3）。被災延長が 300m 以上の箇所は 12 箇所

存在し、最も長い個所は 1,550m(宮城県丸森町鷲の平線 1 号箇所：令和元年台風

第 19 号による暴風雨で被災)であった。

図 2.2.3 被災延長区分別の箇所数

7

41

36

31

22

28

8

12

11

4

3

8

3

4

7

1

1

3

1

2

0

0

1

1

1

2

3

1

0

0

12

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

10m以下

10m〜20m

20m〜30m

30m〜40m

40m〜50m

50m〜60m

60m〜70m

70m〜80m

80m〜90m

90m〜100m

100m〜110m

110m〜120m

120m〜130m

130m〜140m

140m〜150m

150m〜160m

160m〜170m

170m〜180m

180m〜190m

190m〜200m

200m〜210m

210m〜220m

220m〜230m

230m〜240m

240m〜250m

250m〜260m

260m〜270m

270m〜280m

280m〜290m

290m〜300m

300m以上

被災延⻑区分別の箇所数（箇所）



12

（５）林道の規格

収集した 254 箇所の災害事例のうち、林道規格別の箇所数を整理した。これに

よると、1 級が 106 箇所、2 級が 130 箇所、3 級が 13 箇所、軽車道が 5 箇所であ

った（図 2.2.4）。

路線当たりの箇所数をみると、1 級では 0.101 箇所/路線、2 級では 0.011 箇所

/路線、3級では 0.003 箇所/路線、軽車道では 0.007 箇所/路線であった（表 2.2.2、

図 2.2.5）。1km 延長当たりの箇所数をみると、1 級では 0.0149 箇所/km、2 級では

0.0047 箇所/km、3 級では 0.0027 箇所/km、軽車道では 0.0056 箇所/km であった。

1 級において、他よりも 1 路線当たりの箇所数で 10 倍以上、１km 延長当たり

の箇所数で 3～5 倍程度と大きな値となっている。これは、1 級は林業のみならず

地域内又は地域間をつなぐ主要な道路となっていることから延長が長く、大災害

時には複数箇所が被災する傾向があること、また、比較的大きな被災となる場合

が多いことが原因と考えられる。

図 2.2.4 林道規格別の箇所数
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表 2.2.2 規格別路線状況と被災割合

図 2.2.5 林道規格別の被災割合

（上図：1 路線当たりの箇所数 下図：1km 延長当たりの箇所数）
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（６）開設年度

収集した 254 箇所の災害事例のうち、開設年度の情報がある 121 箇所について、

年代別に被災箇所数を整理した（図 2.2.6）。これによると 1970 年代が 30 箇所と

最も多く、ついで 1980 年代の 21 箇所、1950 年代の 15 箇所の順であった。

全国の開設実績延長の情報がある 1970 年代以降について、年代別の全国の開

設実績単位延長当たりの箇所数を整理した（表 2.2.3,図 2.2.7）。これによると

2000 年代が 0.0012 箇所/km、1970 年代が 0.0008 箇所/km、1980 年代が 0.0007 箇

所/km、1990 年代が 0.0006 箇所/km、2010 年代が 0.0002 箇所/km の順であった。

施設等の老朽化に伴い被災リスクが高くなる傾向があることから、年代が新し

くなるにつれて被災箇所数が少なくなっていくと考えられるが、2000 年代は他の

年代に比べて高くなっている。2000 年代の被災箇所を確認したところ、被災した

9 箇所のうち 7 箇所は同一地域（福岡県添田町）であり、一部の地域に集中して

いた。被災の集中した箇所における地質等の素因や降雨等の誘因が特異であった

可能性もあり、今回の情報だけでは 2000 年代に開設した林道に問題があるとは

言えないものであった。

図 2.2.6 開設年代別の被災箇所数
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表 2.2.3 開設実績延長当たりの被災箇所・被災路線の割合

図 2.2.7 開設実績延長当たりの被災箇所の割合(箇所/km)
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1930年代 14 4 − −

1940年代 13 7 − −

1950年代 15 7 − −

1960年代 8 6 − −

1970年代 30 13 36,267 0.0008 0.00036

1980年代 21 9 30,980 0.0007 0.00029

1990年代 10 4 17,568 0.0006 0.00023

2000年代 9 4 7,441 0.0012 0.00054

2010年代 1 1 4,766 0.0002 0.00021

情報なし 133 46 ー ー ー

0.0008

0.0007

0.0006

0.0012

0.0002

1970年代

1980年代

1990年代

2000年代

2010年代

被災箇所の割合(箇所/km)



16

（７）地質

表層地質図から地質が判明した被災箇所について、「堆積岩」、「変成岩、付加体」、

「火山岩」に分類し、地質ごとに被災箇所数、延長、復旧事業費を整理した。

今回収集した資料では、火成岩での発生が 166 箇所と最も多かった。被災の平

均延長は、39.9～57.3ｍとなっており、地質の違いによる大きな差は確認されな

かった(表 2.2.4、図 2.2.8)。

被災箇所数当たりの事業費は堆積岩が最も大きく、ばらつきも大きかった。こ

れは、地震による山腹崩壊で残土処理量が多い、アンカー工などコストが高い対

策工を計画したなどの要因が考えられる(表 2.2.5、図 2.2.9)。

表 2.2.4 地質別の被災箇所数及び延長

図 2.2.8 地質別の被災箇所数及び延長

表2.2.4 延長単位：ｍ

地 質 箇所数 延長/合計 延長/箇所数平均

堆積岩 42 2,401 57.2

変成岩・付加体 61 2,436 39.9

火成岩 166 9,506 57.3
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表 2.2.5 地質別の復旧事業費

図 2.2.9 地質別の復旧事業費

単位：千円

地 質 箇所数 復旧事業費/合計 復旧事業費/箇所数平均

堆積岩 42 1,667,301 39,698

変成岩・付加体 61 1,869,249 30,643

火成岩 166 3,632,127 21,880
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（８）保全対象

収集した 254 箇所の災害事例のうち、被災箇所から 2ｋｍ以内にある保全対象

及び、保全対象までの距離を整理した。保全対象が 2km 以内に存在する被災箇所

数は 131 箇所であった。保全対象としては家屋等が 57 件と最も多く、不明道路

(市町村道ほか)、県道、国道が合わせて 45 件となっている（図 2.2.10）。

また、被災箇所から保全対象までの距離は平均で 500ｍ以内が 52 箇所と最も多

く、比較的近接している状況が伺える（図 2.2.11）。

図 2.2.10 保全対象の種類別の被災箇所数

図 2.2.11 保全対象までの距離別の被災箇所数
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（９）利用区域面積、利用区域内蓄積

収集した 254 箇所の災害事例のうち、利用区域面積及び利用区域内蓄積を整理

した。利用区域面積は 200～500ha が 63 箇所と最も多く、次いで 500～1,000ha の

55 箇所であった（図 2.2.12）。利用区域内蓄積は 10,000～20,000ｍ 3 が 43 箇所と

最も多く、次いで 200,000～300,000ｍ3 が 38 箇所で、二つのピークのある分布と

なった（図 2.2.13）。

図 2.2.12 利用区域面積別の被災箇所数

図 2.2.13 利用区域内蓄積別の被災箇所数
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（１０）林道縦断勾配

林道の縦断勾配が確認できた被災箇所について、勾配別に被災箇所数を整理し

た。被災箇所の縦断勾配で最も多いのは 4～5°であり、その角度をピークとして

正規分布に近い形状となっており、急傾斜であっても箇所数は増加する傾向はみ

られなかった（図 2.2.14、図 2.2.15）。

図 2.2.14 林道縦断勾配（全線）

図 2.2.15 林道縦断勾配（被災箇所付近）
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（１１）斜面状態

収集した 254 箇所の災害事例について、斜面状態の種別、高さ、勾配を整理し

た。被災箇所は、斜面の種類では自然斜面が、切土における高さは 10～15ｍ、切

土勾配は 30～40°が最も多かった。崩壊斜面の地山傾斜は 35～40°の比較的急斜

面での被災が多かった（図 2.2.16～図 2.2.19 災害事例の写真にて判読）。

図 2.2.16 切土・盛土、自然斜面の種別の被災箇所数

図 2.2.17 切土・盛土の高さ別の被災箇所数
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図 2.2.18 切土・盛土の勾配別の被災箇所数

図 2.2.19 崩壊斜面の地山傾斜別の被災箇所数
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（１２）確率降雨量による整理

1 時間降水量及び 24 時間降水量と 10 年確率雨量の比を整理した(図 2.2.20、

表 2.2.6)。10 年確率雨量は各道県で公表されている降雨強度に関する情報を使

用して算出した。観測された降雨が 10 年確率雨量を超える場合は、比が 1.0 以上

となる。なお、1 時間の 10 年確率雨量が求められたのは 206 箇所、24 時間の 10

年確率雨量が求められたのは 172 箇所、両方が求められたのは 163 箇所であった。

両方が求められた 163 箇所のうち、1 時間降水量が 10 年確率雨量未満であった

箇所は 109 箇所(約 67%)、24 時間降水量が 10 年確率雨量未満であった箇所は 47

箇所(約 29%)で、両方が 10 年確率未満であった箇所は 39 箇所(約 24%)であった。

1 時間降水量、24 時間降水量ともに 10 年確率を下回っていたにもかかわらず被

災した 39 箇所については、先行降雨や 24 時間を超える総雨量などの別の条件が

想定を超えるものであった可能性や、維持管理等が十分でなかった可能性などが

考えられる。

図 2.2.20 時間降水量の確率雨量比

表 2.2.6 10 年確率雨量比の箇所数
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2.3 林道の被災発生規模を高める要因の分析結果

（１）説明変数と目的変数の単回帰

災害査定資料では、降雨により被災した事例が 95％以上であるため、降雨量は

災害復旧事業費を説明する要因の一つと考えられる。さらに他の説明変数を加え、

重回帰分析により災害復旧事業費の予測式を検討した。

各説明変数と災害復旧事業費との相関性を評価するため、説明変数と目的変数

の単回帰分析を実施した。単回帰分析結果の R2 値（決定係数）を表 2.3.1 にまと

めた。また各相関をグラフ化したものを巻末資料②として添付した。

このうち、相関性が比較的高い項目（表 2.3.1 に赤字で示す）を選び、降雨量と

合わせて説明変数とした。各事業費の説明変数を表 2.3.2 に示す。降雨量は災害

査定資料から最大 24 時間雨量と最大時間雨量が得られるが、互いに関連性の高い

説明変数が存在すると回帰式の精度が低下するため、どちらか一方を説明変数と

して使用した。

表 2.3.1 説明変数の R2 値

説明変数
復旧事業

費

延長当た

り事業費
復旧単価 備考

利用区域面積
0.251 0.069 0.0132

復旧事業費ではやや相関

性有

利用区域内蓄積 0.226 0.0551 0.0193

利用区域面積と類似内容

で R2 も類似のため、不

採用

保全対象の有無 0.026 0.008 0.018 相関性低い

保全対象までの距離 0.0149 0.0113 0.0035 相関性低い

地質 0.0122 0.0244 0.058 相関性低い

植生
0.054 0.075 0.225

復旧単価ではやや相関性

有

崩壊箇所地山勾配
0.0004 0.0364 0.1387

復旧単価ではやや相関性

有

林道縦断勾配 0.0093 0.0561 0.0219 相関性低い

全線縦断勾配 9.0×10-5 0.0023 0.0146 相関性低い

林道規格
0.0110 0.023 0.320

復旧単価ではやや相関性

有

幅員 0.0386 0.0436 0.399
林道規格と類似内容で R2

も類似のため、不採用

供用年数 0.25 0.20 0.40
回帰係数が有意でないた

め不採用

切土・盛土高
0.105 0.290 0.0921

延長当たりではやや相関

性有

切土・盛土勾配 0.0025 0.027 0.0528 相関性低い

斜面状態
0.038 0.065 0.36

復旧単価ではやや相関性

有
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（２）重回帰分析

決定した説明変数を用いて６パターンの重回帰分析を実施した。分析結果を表

2.3.3 にまとめる。R2 値は一般的には 0.5 で精度がやや良いとされるが、今回の

検討では 0.32～0.57 となった。この中で、得られた回帰係数が負で実際の傾向と

逆であるようなケースは有意でないと判断した。

重回帰分析による R2 値と回帰係数の有意性から、①時間降水量、②利用区域面

積、③切土・盛土高の組み合わせについて、復旧事業費と相関性があると評価され

た。

重回帰分析による目的変数（復旧事業費）の予測式を式 2.3.1 に、予測値と実

測値の比較を図 2.3.1 に示す。

表 2.3.2 説明変数の組み合わせ

目的変数（被害規模） 説明変数の組み合わせ

復旧事業費

・降雨量(24 時間)

・利用区域面積

・切土・盛土高

・降雨量(1 時間)

・利用区域面積

・切土・盛土高

延長当たり事業費
・降雨量(24 時間)

・切土・盛土高

・降雨量(1 時間)

・切土・盛土高

復旧単価

・降雨量(24 時間)

・林道規格

・斜面状態

・降雨量(1 時間)

・林道規格

・斜面状態

表 2.3.3 重回帰分析結果

目的変数 ケース 説明変数 評価項目 結果

復旧

事業費

ケース１

・降雨量(24 時間)

・利用区域面積

・切土・盛土高

R2 値 0.41
×

回帰係数の有意性 有意でない係数あり

ケース２

・降雨量(1 時間)

・利用区域面積

・切土・盛土高

R2 値 0.35
〇

回帰係数の有意性 有意

延長当たり

事業費

ケース３

・降雨量(24 時間)

・切土・盛土高
R2 値 0.45

×
回帰係数の有意性 有意でない係数あり

ケース４

・降雨量(1 時間)

・切土・盛土高
R2 値 0.32

×
回帰係数の有意性 有意でない係数あり

復旧単価

ケース５

・降雨量(24 時間)

・林道規格

・斜面状態

R2 値 0.49
×

回帰係数の有意性 有意でない係数あり

ケース６

・降雨量(24 時間)

・林道規格

・斜面状態

R2 値 0.57
×

回帰係数の有意性 有意でない係数あり
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復旧事業費(千円)

＝ 111× 時間最大降雨量(mm) ＋ 59×利用区域面積(ha)

＋ 1625×切土・盛土高(m) － 31461 （切土・盛土がある場合）

(式 2.3.1)

＝ 246× 時間最大降雨量(mm) ＋ 20×利用区域面積(ha) ＋ 3078

（切土・盛土がない場合）

図 2.3.1 復旧事業費の実測値と予測値の比較
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2.4 被災リスク要因分析の評価

本調査において収集した災害事例からは、災害規模に影響を与える要因としては、

利用区域面積、林道規格、切土・盛土高、斜面状態（切土・盛土・自然斜面）があり、

特に復旧事業費（総額）と①時間降水量、②利用区域面積、③切土・盛土高の組み合

わせに相関性があると分析された。

ここで、林道・作業道の開設に関するマニュアル等や被害実態に関する論文等か

ら、林道・森林作業道の被災リスクを高める要因等を表 2.4.1 に整理した。これら

文献等では被災の発生頻度や発生可能性が高い条件に関するものが多く、被害規模

に関するものは少なかったが、その要旨と照らした結果、下記のとおり、①時間降水

量を除き、被災リスク（災害規模）を高める要因として②利用区域面積、③切土・盛

土高の妥当性はあると評価した。ただし、受害要因として抽出された利用区域面積、

切土・盛土高などのほか、表 2.4.1 に整理したものもリスク要因としては十分配慮

すべきであり、これらが複雑に重なり合い林道の被災リスクが高まることが推察さ

れる。

また、一般的に被災リスクと関係性が高いと指摘されている縦断勾配や法面勾配、

地山勾配は、今回目的変数としている被災リスク（災害規模）との相関は認められ

ず、頻度と規模のリスクは別の要因に影響を受けることも考えられる。

①時間降水量

・時間降水量について、被災リスク要因として挙げているものは確認できなかった。

これは、林道災害においては資料的に時間的解像度が低く、解析が難しいためと

思われる。

・類似した指数の連続雨量（最大 24 時間雨量）では、発生頻度との明瞭な傾向が確

認されているが、復旧事業費との関係性は確認できなかったとある。

・当初、降雨量と被害規模は相関するとの前提であったが、そうではない可能性もあ

り、比較的小規模の降雨でも箇所当たり復旧費用の大きい災害が発生することが

示唆される。

②利用区域面積

・利用区域面積について、被災リスク要因として分析項目に挙げているものは確認

できなかった。利用区域面積は林道の特有の指数であるが、被災要因として想定

しづらいためと思われる。

・比較的類似する要因としては被災箇所の集水面積があるが、これについては、崩壊

土量に及ぼす要因として挙げられており、災害箇所を含む周辺域の集水面積が大

きければ、多くの雨水が集中することから崩壊土量への影響が大きくなると考察

されている。
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・林道の斜面位置によっては、利用区域面積と集水面積は相関しない場合もあるが、

被災リスクを高める要因として妥当性はあると考えられる。災害査定資料では降

雨により被災した事例が 95％以上であるため、降雨量は災害復旧事業費を説明す

る要因の一つと考えられる。さらに他の説明変数を加え、重回帰分析により災害

復旧事業費の予測式を検討した。

③切土・盛土高

・切土法面は 1.5ｍ以上あるいは 2.9ｍ以上で崩壊の被害が多いとされている。

・盛土法面は、川に接しない斜面についてはのり高が 4.9m 以上で崩壊しやすいとあ

る。

・切土や盛土が高い場合は、被災を受けやすくなることが容易に想定でき、また崩

壊した場合も土量や面積が大きくなるため、被災リスクを高める要因としては妥

当と考えられる。

表 2.4.1 林道・作業道の被災リスクを高める要因(1/4)

災害誘

因

連続雨量

・林道台帳のデータから推定した林道被害発生頻度は、最

大 24 時間雨量が 100mm 増えるごとに災害発生頻度は 5.2

倍となり，最大 24 時間雨量＝100mm で 3.4×10－3 箇所

/km・回、400mm では 4.9×10－1 箇所/km・回となる＊10

・降雨規模と 1 箇所当たりの復旧事業費は、富山県のデー

タからは明確な傾向はみられなかった＊11

時間雨量 分析結果は確認できず

自然的

要因

地質

・崩壊土量に及ぼす諸要因の影響を分析した結果、地質，

集水面積，斜面形状，縦断勾配，斜面方位の順に高い影

響を及ぼす＊7

・相対的に脆弱と考えられるものは、砂や泥などの互層な

どの未固結堆積物や未固結の火山砕屑岩、花崗岩の強風

化部分、片理の発達した変成岩類、蛇紋岩などには注意

を要する＊9

・断層や褶曲構造などの地質構造が斜面崩壊等に影響する

場合も多い＊9

植生

・１齢級の森林で、皆伐時に作設された集材路（特に急傾

斜地）からの崩壊が多く発生しており、崩壊箇所の発生

割合も明らかに高い傾向がみられた＊8
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表 2.4.1 林道・作業道の被災リスクを高める要因(2/4)

自然的

要因
地形

・被災割合が最も高かったのは、凹地の 46％、次いで平

衡斜面＊2

・遷急点がある斜面で多くの崩壊が発生している＊3

・地表面の侵食が進み、崩壊しやすい「侵食域」では道

をつくることは避けるべき＊3

・（渓流横断部での被災）林道災害は集水域内崩壊面積の

規模とはあまり関係がなく、集水域内に崩壊がないも

のは安全度が高く、崩壊があるものは危険度が高くな

ることがわかった＊5

・（渓流横断部での被災）一般に軽視されがちな集水面積

の小さい渓流で、林道災害の危険性が高い結果となっ

た＊5

・崩壊が発生した多くの地点の周辺地形斜面形状が、平

行斜面と凹斜面が複雑に混在しており、集水しやすい

地形条件となっていたことが判明し、崩壊土量との相

関が最も大きくなったと考えられる＊7

・０次谷、断層（破砕帯）、地すべり地形、といった危険

地形を通過しなければならない場合、斜面の改変を伴

う区間は最短を基本とし、構造物や法面保護などの適

切な対策を施さないと崩壊の要因となる可能性があ

る＊8

・斜面勾配が 30～35 度を超える場合は、構造物により安

定した基礎地盤を確保しないと崩壊の要因になる可

能性がある＊8

社会的要因
保全対象

の有無

分析結果は確認できず

林道の

諸元・構造

開設年度

・施設等の老朽化に伴い被災リスクが高くなり、年代が

新しくなるにつれて被災箇所数が少なくなる傾向が

ある＊15

・開設後経過年数と復旧単価の間に明瞭な比例関係は認

められなかった＊12

・損壊の約６割は開設後 1 年以内に、約９割は 2 年以内

に発生していた＊13

林道規格
・高規格になるほど復旧単価は高くなる傾向がみられた

＊12

林道延長
・林道災害の有無には、迂回率（直線距離に対する迂回

よる延長距離の割増し係数）が大きく影響する＊4

幅員 分析結果は確認できず
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表 2.4.1 林道・作業道の被災リスクを高める要因(3/4)

林道の

諸元・構造

利用区域面積

分析結果は確認できなかったが、比較的類似する

集水面積としては下記がある

・崩壊土量に及ぼす諸要因の影響を分析した結果、

地質，集水面積，斜面形状，縦断勾配，斜面方位

の順に高い影響を及ぼす。災害箇所を含む周辺

域の集水面積が大きければ、多くの雨水が集中

することから崩壊土量への影響が大きくなるこ

とが考えられる＊7

利用区域内蓄積 分析結果は確認できず

維持管理

・どの地質でも横断排水溝設置後、2 年目から 3

年目にかけて急激に閉塞が進んでいる。経過年

数４年目以降は地質に関わらず、平均閉塞率は

100％近くなる傾向がある＊7

林道縦断勾配

（全線）

分析結果は確認できず

被災箇所の

状況

縦断勾配

（被災箇所）

・路線縦断勾配が 10％以上で、崩壊土量に及ぼす

影響が大きい結果となった＊7

・縦断勾配が 10 度以上の路線では、路面侵食が起

こりやすくなる＊1

・被災要因に関連する指針の項目は、縦断勾配

47％、横断排水の設置 37％の 2 つが大きなウエ

イトを占めている＊2

・縦断勾配が 9 度以上になると路面洗堀の発生が

増え、11 度以上ではほとんどの箇所で洗堀が起

きていた＊6

・林道の災害発生率は林道縦断勾配及び迂回率に

大きく影響を受ける＊4

・路面が侵食しやすい条件は、路面勾配が急勾配

6.1°以上で、路面上部の被陰が 25％未満＊14

斜面状態（切土・

盛土、自然斜面）

・自然斜面よりも切土法面・盛土で発生頻度が高

く、切土と盛土では発生頻度に大きな違いはな

かった＊13

崩壊斜面の

地山傾斜

・被災割合が最も高かったのは、30°超 40°以下

の 46％、次いで 40°超 50°以下の 31％となって

いる。斜面傾斜が 30°を超えると被災割合が上

昇する＊2

・地山傾斜は 30 度以上、切土法面は 150cm 以上で

崩壊の被害が多発＊1

・崩壊の大半は 30 度以上の急傾斜地で発生してお

り、特に 35 度以上の斜面に崩壊発生が集中＊3

・40 度以上の急傾斜地という条件が路側崩壊に強

く影響する＊6
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表 2.4.1 林道・作業道の被災リスクを高める要因(4/4)

被災箇所の

状況

切土・盛土の

高さ、勾配

・地山傾斜は 30 度以上、切土法面は 150cm 以上で

崩壊の被害が多発＊1

・割合が最も高かったのは 40°超 50°以下の

50％、次いで 30°超 40°以下の 33％となってい

る。斜面傾斜が 30°を超えると被災割合が上昇

する＊2

・斜面傾斜が大きくなるにつれ増加し、40 度以上

で急増した。損壊箇所の約７割は勾配が 30 度以

上の斜面で発生していた。切土損壊箇所から上

下斜面の勾配をみると、上流側より下流側が急

になる遷急点で損壊が多く発生していた＊13

・切土のり面の崩壊しやすい条件はのり面高が

2.9m 以上でのり面勾配が 46°以上＊14

・盛土のり面の崩壊しやすい条件は、川沿いの斜

面：水流が当たる攻撃斜面・直走斜面、川に接し

ない斜面はのり高が 4.9m 以上、のり高 4.9m 未

満では、斜面の中～上部で勾配 44°以上＊14

注）森林作業道は林道規程・林道技術基準に基づいた構造ではないが、山地斜面等に設

置された路網の脆弱性・被害発生傾向としては参考となるため、あわせて整理した。

注）各要因の出典は下記のとおり。

*1 森林作業道開設の手引き（独立行政法人森林総合研究所、石川県農林総合研究センタ

ー林業試験場、岐阜県森林研究所,2012 年 11 月）

*2)「耐久性のある作業道及び集材路等の作設手法の確立に向けた実態調査」報告書（林

野庁森林整備部整備課,令和 4 年 3 月）

*3)崩壊危険地がわかりやすい地図を道づくりに活用する（臼田寿生,2017）

*4 愛媛県の民有林における林道災害の要因分析（呉在萬ほか,1999）

*5 渓流横断部における林道災害の研究（近藤恵市,1994）

*6 多摩地区における森林作業道作設マニュアル（東京都農林総合研究センター,平成 24

年 3 月）

*7 南九州における森林路網の維持管理に関する実態分析（井内祥人,2020）

*8国有林における林地保全に配慮した施業の手引き（林野庁国有林野部,令和 4年 3月）

*9 長野県森林作業道作設マニュアル（長野県作業路作成マニュアル作成検討委員会,平

成 23 年 1 月）

*10 降雨因子に応じた林道災害発生頻度モデルのベイズ推定（宗岡寛子ほか，2023）

*11 降雨規模に応じて林道災害発生頻度を予測するモデルを構築（宗岡寛子ほか，2023）

*12 林道台帳の集計による林道施設災害復旧事業費の実態解明（渡部優ほか，2022）

*13 山地災害リスクを回避・軽減する現地判定技術の開発（鳥取県業試験場 平成 28 年

度業務報告）

*14 林内路網における切土・盛土のり面崩壊・路面侵食の発生条件（佐藤弘和ほか，令

和 2 年北海道森づくり研究成果発表会要旨集）

*15 令和 4 年度林道の山地災害等被害抑制効果に係る調査事業報告書（林野庁森林整備

部整備課,令和 5 年 3 月）


